



ン（Digital Transformation: DX） と し て の


























　 そ の 第 1 の 理 由 は，NTT 西 日 本 に お け る
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NTT 西日本の FTTH は「IP 通信網」と「LAN
型通信網（イーサネット）」の 2 つのネットワー
クから構成されている。




成され，FTTH と IP 電話サービスを提供してい


























































収容ルータ 中継ルータ SIP サーバ GW（4） ルータ メディア GW
14,285 14,421 4,727 118 968
収容ルータ（SNI（5）） 網終端装置（VPN（6）） 網接続装置（ISP（7）） 伝送路 合計
771 1,814 13,267 7,212 57,576
表 3　ルータの帯域とポートあたりの価格
ポート帯域 （Mbps） 比率 ポート単価（円） 比率
100 1 591,646 1
1,000 10 1,809,313 3.1
10,000 100 4,365,000 7.4
図 1　ルータの帯域とポートあたり価格

































率）PK とし，産出物 Y1 と Y2 とすると，総費用
関数（9）は，次のように表される。





　 lnTC =α0 +αY1 lnY1 +αY2 lnY2 +αL lnPL +
αK lnPK
 + 12βY1Y1 （lnY1）
2 +βY1Y2 lnY1 lnY2 
 + 12  βY2Y2 （lnY2）
2 + 12  γLL （lnPL）
2
 +γLK lnPL lnPK + 12  γKK （lnPK）
2
 +δLY1 lnPL lnY1 +δLY2 lnPL lnY2
 +δKY1 lnPK lnY1 +δKY2 lnPK lnY2
4．第 1 の推計のデータ・セット
　第 1 の総費用関数の推定期間は FTTH の普及
が大きく拡大した 2005 年第 2 四半期から 2009 年













2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度
人件費（百万円） 182,700 125,200 106,100 115,600 126,700
従業員数（年度末・人） 12,250 5,800 5,800 5,700 5,650








　・産出物 : Y1 ，Y2
　　産出物 Y1 を加入電話の契約数とする。
　　産出物 Y2 を FTTH の契約数とする。










合計で 2004 年に 5,961 万契約だった加入電話は














21 年度（第 11 期）決算について』等から抽出し
た。
5．第 1の推計の推計結果
　第 1 の推計である，推定期間が 2005 年第 2 四
半期から 2009 年第 4 四半期の，産出物 Y1 が加
入電話の契約数，産出物 Y2 が FTTH の契約数
の合計である場合の推定結果を表 8 に示す。
　lnY1（加入電話の契約数）にかかるパラメー








（百万円） 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度
減価償却費 425,100 443,900 423,600 405,000 386,900
電気通信固定資産（期首） 2,998,926 3,032,076 2,943,061 2,822,699 2,783,150
表 6　各サービスの契約数
（契約） 2006 年 3 月 2007 年 3 月 2008 年 3 月 2009 年 3 月 2010 年 3 月
加入電話 23,802,000 21,951,000 20,054,000 18,378,000 16,844,000
FTTH 1,530,000 2,677,000 3,815,000 4,872,000 6,286,000



















（百万円） 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度
電気通信事業営業損益の営業費用 : TC 1,823,115 1,770,819 1,719,173 1,658,299 1,597,993
（主な内訳）
営業費 469,461 433,191 436,064 428,030 412,394
施設保全費 515,648 503,557 483,447 446,047 415,664
減価償却費 420,818 439,088 418,624 400,082 381,753
管理費 103,831 101,548 96,619 97,459 101,551
共通費 90,187 81,266 69,511 72,933 74,199
（参考） 人件費 182,700 125,200 106,100 115,600 126,700
表 8　推定結果 (2005年 Q2～2009年 Q4）
パラメーター 項 推定値 標準誤差 t 値 p 値
α0 定数項 -13293.6 1918.649 -6.92863 0.0023
αY1 lnY1 1525.328 210.1169 7.259424 0.0019
αY2 lnY2 249.3347 50.58761 4.928769 0.0079
αL lnPL 270.2418 61.40398 4.401048 0.0117
αK lnPK 828.8942 245.6905 3.373733 0.0279
βY1Y1 （lnY1 ）
2 -87.7155 12.15633 -7.21562 0.002
βY1Y2 lnY1  lnY2 -11.9614 2.47432 -4.83423 0.0084
βY2Y2 （lnY2）
2 -3.7204 0.509325 -7.30458 0.0019
γLL （lnPL）
2 8.1911 1.276446 6.417114 0.003
γLK lnPL  lnPK -20.5814 5.846968 -3.52 0.0244
γKK （lnPK ）
2 23.00872 12.42564 1.851713 0.1377
δLY1 lnPL  lnY1 -12.7796 2.861325 -4.46633 0.0111
δLY2 lnPL  lnY2 -9.10653 1.231889 -7.39233 0.0018
δKY1 lnPK  lnY1 -38.576 11.40579 -3.38214 0.0277

















　第 2 の総費用関数の推計の推定期間は 2005 年





　産出物 Y1 が加入電話の契約数，産出物 Y2 が
FTTH の契約数である場合の推定結果を表 9 に
示す。
　産出物である FTTH の 1 次項 lnY2 にかかるパ
ラメーターαY2 は負に有意（1% 水準）であるが，
FTTH の契約数の 2 次項にかかるパラメーター
βY2Y2 は正に有意（1% 水準）である。これは





ターβY1Y1 は 1% 水準で正に有意である。これは
加入電話の契約数の合計が一定数を超えると
NTT 西日本の総費用を増加させることを示して
表 9　推定結果 （2005年 Q4～2010年 Q2）
パラメーター 項 推定値 標準誤差 t 値 p 値
α0 定数項 71096.17 11978.69 5.935219 0.004
αY1 lnY1 -6505.335 1124.894 -5.78307 0.0044
αY2 lnY2 -1744.297 286.0694 -6.09746 0.0037
αL lnPL 727.2072 77.4256 9.392335 0.0007
αK lnPK 2182.775 314.163 6.947906 0.0023
βY1Y1 （lnY1）
2 296.1782 52.7453 5.615254 0.0049
βY1Y2 lnY1  lnY2 80.47849 13.52763 5.949195 0.004
βY2Y2 （lnY2）
2 21.08061 3.161504 6.667907 0.0026
γLL （lnPL）
2 9.009761 1.431303 6.294796 0.0033
γLK lnPL  lnPK -14.52051 5.470032 -2.65456 0.0567
γKK （lnPK）
2 -3.871266 14.06744 -0.27519 0.7968
δLY1 lnPL  lnY1 -34.49914 3.730964 -9.24671 0.0008
δLY2 lnPL  lnY2 -13.91118 1.618202 -8.59669 0.001
δKY1 lnPK  lnY1 -104.8801 15.00355 -6.99035 0.0022
δKY2 lnPK  lnY2 -27.11899 4.791024 -5.66038 0.0048
修正済み決定係数　0.963682
対数尤度 80.80023






て，労働価格の上昇は NTT 西日本の総費用 TC
を増加させることが示されている。
　資本価格（実質減価償却費率）である 1 次項の
lnPK のパラメーターαK は正に有意（1% 水準）
であるので，資本価格（実質減価償却費率）の上
昇は NTT 西日本の総費用 TC を増加させること
が示されている。
6．推計結果の比較と理論的根拠
　第 1 の推計と第 2 の推計を比較すると，表 10
のように整理できる。有意性の * は 10% 水準，**
は 5% 水準，*** は 1% 水準を示す。第 1 の推計・
第 2 推 計 と も Y1 は 加 入 電 話 の 契 約 数，Y2 は
FTTH の契約数である。PL は実質一人あたり人
件費，PK は実質減価償却費率である。
　第 1 の推計と第 2 の推計を比較すると，次のよ
うになる。







り人件費）は，第 1 の推計でも第 2 の推計で
も総費用 TC を増加させている。
　・ 資本価格（実質減価償却費率）は，第 1 の推
計でも第 2 の推計でも総費用 TC を増加させ
る。
　これらの結果が導かれた理論的根拠としては，
第 1 に加入電話の契約数の減少とともに FTTH





　第 2 に，第 1 の推計の FTTH の契約数および
第 2 の推計の FTTH の契約数（Y2）において，
一定数を境に費用逓減的になる理由として考えら




















































































　FTTH が普及する以前の 2005 年第 2 四半期～
2009 年第 4 四半期の，2 財産出モデルの総費用関
数の第 1 の推定から得られる結論は，第 1 に産出
物では，加入電話および FTTH の契約数の増加
が一定数までは総費用 TC を上昇させること，第
2 に労働価格が総費用 TC を増加させること，第
3 に資本価格（実質減価償却費率）の上昇が総費
用 TC を増加させることである。
　次に，FTTH の普及期を含む 2005 年第 4 四半
期～2010 年第 4 四半期の，第 2 の総費用関数の
推定から得られる結論は，第 1 に加入電話の契約
数も，FTTH の契約数も，ともに一定数を超え
ると総費用 TC を増加させること，第 2 に労働価



































（ 1 ） Investor Relations　企業による株主や投資家
向けの広報活動。
（ 2 ） Internet Protocol　インターネットのデータ伝
送に標準的に利用されている通信手順。





（ 4 ） Gateway 異なるネットワークを接続する装置。
（ 5 ） Application Server-Network Interface　 ア プ
リケーションを提供するサーバとの接続を行う装
置。
（ 6 ） Virtual Private Network　仮想通信網。
（ 7 ） Internet Service Provider　インターネット接
続業者。
（ 8 ） NTT 西日本　https://www.ntt-west.co.jp/info/ 
databook/pdf/018-019.pdf　2019 年 9 月 1 日
（ 9 ） NTT 西日本は業務委託費用額を開示していな
いため，総費用関数の生産要素の一部として業務



























（13） NTT 西日本　http://www.ntt-west.co.jp/news/ 
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